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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マルチサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（Ａ）、シングルサイト
触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（Ｂ）、エチレン－極性基含有モノマー
共重合体（Ｃ）、水添系粘着付与樹脂（Ｄ）及びポリプロピレン系ワックス（Ｅ）を含有
する混合物であって、（Ｂ）の融点が１２０℃以上であり、（Ｃ）を構成するモノマーの
合計含有量中の極性基含有モノマー量が１６ｗｔ％以上であり、（Ａ）と（Ｂ）と（Ｃ）
の合計含有量１００質量部に対して、（Ｄ）と（Ｅ）の合計含有量が５０～３００質量部
であるホットメルト接着剤組成物。
【請求項２】
　エチレン－極性基含有モノマー共重合体（Ｃ）が、エチレン－酢酸ビニル共重合体であ
る、請求項１に記載のホットメルト接着剤組成物。
【請求項３】
　水添系粘着付与樹脂（Ｄ）が、水添テルペン樹脂及び水添石油樹脂の少なくともいずれ
か一方を含む、請求項１又は２に記載のホットメルト接着剤組成物。
【請求項４】
　（Ａ）の含有量１００質量部に対する（Ｂ）の含有量が５０～３５０質量部である請求
項１～３のいずれかに記載のホットメルト接着剤組成物。
【請求項５】
　１８０℃溶融粘度が１０００００ｍＰａ・ｓ以下である、請求項１～４のいずれかに記
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載のホットメルト接着剤組成物。
【請求項６】
　軟化点が１３０℃以上である、請求項１～５のいずれかに記載のホットメルト接着剤組
成物。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載のホットメルト接着剤組成物を、第一被着体の表面に予
め塗布し、前記第一被着体とその表面に形成されたホットメルト接着剤組成物層とを含む
プレコート被着体を作製する工程、及び、前記プレコート被着体のホットメルト接着剤組
成物層を再活性化し、再活性化されたホットメルト接着剤組成物層を第二被着体に当接さ
せた状態で前記プレコート被着体と前記第二被着体とを圧着する工程、を含む、ホットメ
ルト接着剤組成物の使用方法。
【請求項８】
　ホットメルト接着剤組成物の被着体の表面への塗布量が１０～３００ｇ/ｍ２である請
求項７に記載の使用方法。
【請求項９】
　自動車内装用成形品、及び、請求項１～６のいずれかに記載のホットメルト接着剤組成
物によって前記成形品に接着されている自動車内装用表皮材、を含む自動車内装材。
【請求項１０】
　自動車内装用表皮材、及び、前記表皮材の裏面に請求項１～６のいずれかに記載のホッ
トメルト接着剤組成物を塗布して形成されたホットメルト接着剤組成物層、を含む自動車
内装用プレコート表皮材。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の自動車内装用プレコート表皮材と自動車内装用成形品とを、前記プ
レコート表皮材のホットメルト接着剤組成物層を加熱して前記成形品に当接させた状態で
圧着する工程を含む自動車内装材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無溶剤型で非反応型のホットメルト接着剤組成物、その使用方法、それを用
いた自動車内装材、自動車内装用プレコート表皮材、及び、自動車内装材の製造方法に関
する。本発明は特に、ポリオレフィン等の成形品とポリオレフィン発泡体付き表皮材等の
表皮材とを接着する際に好適に用いられ、無溶剤型で、プレコート表皮材を積層保管でき
て、かつ接着性に優れた自動車内装用の非反応型のホットメルト接着剤組成物、その使用
方法、それを用いた自動車内装材、自動車内装用プレコート表皮材、及び、自動車内装材
の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車内装材であるドア、インストルメントパネル、天井材、リアトレイ、ピラー等は
、一般的に成形品と表皮材から構成されている。成形品は、主にポリオレフィン成形品が
使用される。一方、表皮材は、ポリオレフィン発泡体付きの軟質ポリ塩化ビニル、ポリオ
レフィン発泡体付きのオレフィン系熱可塑性エラストマー、ポリウレタン発泡体付きのフ
ァブリック等の表皮材が使用されている。これら成形品と表皮材とは、接着剤を介して、
真空成形工法、プレス圧着工法等で接着される。
【０００３】
　これら自動車内装材の真空成形工法には溶剤型一液反応型接着剤が広く使用されている
。例えば特許文献１には、アクリルモノマーをグラフト重合したスチレンブロック共重合
体に、シランカップリング剤を配合したことを特徴とする溶剤型一液湿気硬化型の接着剤
組成物が開示されている。さらに、特許文献２には、カルボン酸基もしくはその無水基を
含有するポリマーと、潜在性硬化剤としてのポリアミン化合物とを有機溶剤に分散した、
一液型熱架橋性の接着剤組成物が開示されている。しかしながら、環境対応への要求水準
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が高まり、無溶剤型接着剤への切り替えが望まれている。
【０００４】
　溶剤型自動車内装用接着剤の無溶剤化代替候補としては、ホットメルト接着剤が挙げら
れる。ホットメルト接着剤の中でも反応型ホットメルト接着剤は耐熱性に優れるという特
長を有する。しかしながら、反応型ホットメルト接着剤は、養生時間と塗布作業時及び貯
蔵時安定性とのバランスが得難い。また、被着体がポリオレフィン成形品である場合の接
着性を考慮すると、ポリオレフィンをシラン変性した反応型ポリオレフィン接着剤、例え
ば特許文献３に開示されている組成物などが候補となるが、養生時の加水分解反応によっ
て雰囲気中に有機溶剤を放出するおそれがあり、環境対応型接着剤としての使用には課題
が残る。
【０００５】
　反応型ホットメルト接着剤以外のホットメルト接着剤として、非反応型のホットメルト
接着剤は、原材料及び加水分解反応由来の有機溶剤が揮発する懸念が無いため、環境対応
型接着剤として期待が非常に大きく、有望である。また、非反応型であるため、養生時間
が不要であり、塗布作業時及び貯蔵時安定性も高く、使用者の使い勝手が良い。このよう
な非反応型でポリオレフィン成形品への接着性に優れる接着剤として、例えば、特許文献
４には、アモルファス－ポリ（α－オレフィン）をベースポリマーとしたホットメルト接
着剤組成物、及び、そのホットメルト接着剤組成物を自動車内装用表皮材の裏面に予め塗
布してなるプレコート表皮材としての自動車内装材の製造方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０００－３０３０４７号公報
【特許文献２】特開２０００－１９８９４０号公報
【特許文献３】特開２０１３－２１６７２４号公報
【特許文献４】特開２００４－２８４５７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、特許文献４に開示された接着剤組成物をポリオレフィン発泡体付き軟質ポリ塩
化ビニル表皮にプレコートした後で、積層保管した場合、ホットメルト接着剤に軟質ポリ
塩化ビニル由来の可塑剤が移行する。例えば、図１に示すように、ポリプロピレン発泡体
２付軟質ポリ塩化ビニル３にホットメルト接着剤１をプレコートしたプレコート表皮材を
積層保管すると（図１－（ａ））、積層保管中に、軟質ポリ塩化ビニル３が含有する可塑
剤が、隣接するプレコート表皮材のホットメルト接着剤１の層に、矢印４で示すように移
行する（図１－（ｂ））。可塑剤移行を受けたホットメルト接着剤５は隣接する軟質ポリ
塩化ビニル３にべた付いてしまい、プレコート表皮材の引き離し時に糸引きを発生し（図
１－（ｃ））、引き離し後にも軟質ポリ塩化ビニル３の表面に一部付着したまま残存して
しまう（図１－（ｄ））。可塑剤移行は、ホットメルト接着剤の凝集力を著しく低下させ
るだけでなく、軟質ポリ塩化ビニル等の表皮材の表面へのベタツキ成分の付着を生じさせ
てしまい、外観汚染をおこす。そのため、可塑剤移行により外観汚染が発生する従来のホ
ットメルト接着剤を使用したプレコート表皮材では、積層保管することができなかった。
プレコート表皮材を連続生産して積層保管することができると、接着剤使用現場での塗布
スペースを集約・削減できることとなり、工程合理化の観点からも好ましい。
【０００８】
　なお、ここでプレコートとは、真空成形工程等の被着体同士の貼り合せ工程前に、一方
の被着体の表面、例えば、ポリオレフィン発泡体付き軟質ポリ塩化ビニル等の表皮材の裏
面に、予め接着剤を塗布することを意味し、プレコート表皮材等のプレコート被着体とは
、貼り合わせ工程前に予め接着剤を塗布された表皮材等の被着体を意味する。
【０００９】
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　前述したように、従来から知られているポリオレフィン成形品への接着性に優れる非反
応型ホットメルト接着剤を、ポリオレフィン発泡体付き軟質ポリ塩化ビニル表皮裏面にプ
レコートした後で積層保管すると、軟質ポリ塩化ビニル由来の可塑剤がホットメルト接着
剤に移行してしまうため、積層保管することができなかった。
【００１０】
　このような状況に鑑み、本発明は、プレコート表皮材を積層しても可塑剤移行を防止す
ることができ、プレコート表皮材等のプレコート被着体の積層保管を可能とする無溶剤型
で非反応型のホットメルト接着剤組成物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するため、本発明は、（１）マルチサイト触媒を用いて重合されたα－
オレフィン共重合体（Ａ）、シングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重
合体（Ｂ）、エチレン－極性基含有モノマー共重合体（Ｃ）、水添系粘着付与樹脂（Ｄ）
及びポリプロピレン系ワックス（Ｅ）を含有する混合物であって、（Ｂ）の融点が１２０
℃以上であり、（Ｃ）を構成する全モノマーの合計含有量中の極性基含有モノマー量が１
６ｗｔ％以上であり、（Ａ）と（Ｂ）と（Ｃ）の合計含有量１００質量部に対して、（Ｄ
）と（Ｅ）の合計含有量が５０～３００質量部であるホットメルト接着剤組成物を提供す
るものである。
【００１２】
　本発明はまた、（２）エチレン－極性基含有モノマー共重合体（Ｃ）が、エチレン－酢
酸ビニル共重合体である、（１）に記載のホットメルト接着剤組成物を提供するものであ
る。
【００１３】
　本発明はさらに、（３）水添系粘着付与樹脂（Ｄ）が、水添テルペン樹脂及び水添石油
樹脂の少なくともいずれか一方を含む、（１）又は（２）に記載のホットメルト接着剤組
成物を提供するものである。
【００１４】
　本発明はさらに、（４）１８０℃溶融粘度が１０００００ｍＰａ・ｓ以下である、（１
）～（３）のいずれかに記載のホットメルト接着剤組成物を提供するものである。
【００１５】
　本発明はさらに、（５）α－オレフィン共重合体（Ａ）１００質量部当たり、α－オレ
フィン共重合体（Ｂ）５０～３５０質量部を含有する（１）～（３）のいずれかに記載の
ホットメルト接着剤組成物を提供するものである。
【００１６】
　本発明はさらに、（６）軟化点が１３０℃以上である、（１）～（５）のいずれかに記
載のホットメルト接着剤組成物を提供するものである。
【００１７】
　本発明はさらに、（７）（１）～（６）のいずれかに記載のホットメルト接着剤組成物
を、第一被着体の表面に予め塗布し、前記第一被着体とその表面に形成されたホットメル
ト接着剤組成物層とを含むプレコート被着体を作製する工程、及び、前記プレコート被着
体のホットメルト接着剤組成物層を再活性化し、再活性化されたホットメルト接着剤組成
物層を第二被着体に当接させた状態で前記プレコート被着体と前記第二被着体とを圧着す
る工程、を含む、ホットメルト接着剤組成物の使用方法を提供するものである。
【００１８】
　本発明はさらに、（８）ホットメルト接着剤組成物の被着体の表面への塗布量が１０～
３００ｇ/ｍ２である（７）に記載の使用方法を提供するものである。
【００１９】
　本発明はさらに、（９）自動車内装用成形品、及び、（１）～（６）のいずれかに記載
のホットメルト接着剤組成物によって前記成形品に接着されている自動車内装用表皮材、
を含む自動車内装材を提供するものである。
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【００２０】
　本発明はさらに、（１０）自動車内装用表皮材、及び、前記表皮材の裏面に（１）～（
６）のいずれかに記載のホットメルト接着剤組成物を塗布して形成されたホットメルト接
着剤組成物層、を含む自動車内装用プレコート表皮材を提供するものである。
【００２１】
　本発明はさらに、（１１）（１０）に記載の自動車内装用プレコート表皮材と自動車内
装用成形品とを、前記プレコート表皮材のホットメルト接着剤組成物層を加熱して前記成
形品に当接させた状態で圧着する工程を含む自動車内装材の製造方法を提供するものであ
る。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明のホットメルト接着剤組成物は、前記の構成により、プレコート表皮材を積層し
ても可塑剤移行を防止することができ、プレコート表皮材等のプレコート被着体の積層保
管を可能とする無溶剤型で非反応型のホットメルト接着剤組成物を提供することができる
。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】プレコート表皮材を積層保管した場合の可塑剤移行の現象を説明する断面模式図
。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明の一実施形態について詳細に説明する。ただし、本発明は、以下の実施形
態に何ら限定されるものではない。
【００２５】
［ホットメルト接着剤組成物］
　本実施の形態のホットメルト接着剤組成物は、マルチサイト触媒を用いて重合されたα
－オレフィン共重合体（Ａ）、シングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共
重合体（Ｂ）、エチレン－極性基含有モノマー共重合体（Ｃ）、水添系粘着付与樹脂（Ｄ
）及びポリプロピレン系ワックス（Ｅ）を含有する混合物であって、（Ｂ）の融点が１２
０℃以上であり、（Ｃ）を構成するモノマーの合計含有量中の極性基含有モノマー量が１
６ｗｔ％以上であり、（Ａ）と（Ｂ）と（Ｃ）の合計含有量１００質量部に対して、（Ｄ
）と（Ｅ）の合計含有量が５０～３００質量部であるホットメルト接着剤組成物である。
【００２６】
（成分（Ａ））
　本発明のホットメルト接着剤組成物におけるマルチサイト触媒を用いて重合されたα－
オレフィン共重合体（Ａ）は、シングルサイト触媒重合物と比較して、分子量分布及び結
晶性分布が不均一であるため、加熱溶融後のタックが発現しやすい。そのため、貼り合せ
時の濡れ性に寄与する。α－オレフィン共重合体（Ａ）の融点は目的とする諸物性により
異なるため、特に限定はされない。しかしながら、ホットメルト接着剤組成物は、貼り合
せ時のホットメルト接着剤組成物面の表面加熱温度が１６０℃程度の低温でも十分なタッ
クを発現することが好ましい。従って、α－オレフィン共重合体（Ａ）の融点は１６０℃
以下が好ましく、より好ましくは、１４０℃以下であり、更に好ましくは、１２０℃以下
であり、特に好ましくは１００℃以下もしくは融点が検出されないことである。
【００２７】
　マルチサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（Ａ）の市販品としては
、例えば、エボニック社製の商品名「ベストプラスト３０８」、「ベストプラスト４０８
」、「ベストプラスト５０８」、「ベストプラスト５２０」、「ベストプラスト６０８」
、「ベストプラスト７０３」、「ベストプラスト７０４」、「ベストプラスト７０８」、
「ベストプラスト７５０」、「ベストプラスト７５１」、「ベストプラスト７９２」、「
ベストプラスト８２８」、「ベストプラスト８８８」、「ベストプラスト８９１」、「ベ
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ストプラストＥＰ　Ｖ２０９４」、「ベストプラストＥＰ　Ｖ２１０３」（「ベストプラ
スト」は登録商標）や、ＲＥＸｔａｃ，ＬＬＣ社製の商品名「ＲＴ２１１５」、「ＲＴ２
１８０」、「ＲＴ２２１５」、「ＲＴ２２８０」、「ＲＴ２３０４」、「ＲＴ２３１５」
、「ＲＴ２３３０」、「ＲＴ２３８５」、「ＲＴ２５３５」、「ＲＴ２５８５」、「ＲＴ
２７１５」、「ＲＴ２７３０」、「ＲＴ２７８０」やイーストマンケミカル社製の商品名
「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｐ１０１０Ｓ」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｐ１０２３Ｓ」、「Ｅ
ａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｅ１００３」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｅ１０６０Ｓ」、「Ｅａｓｔ
ｏｆｌｅｘ　Ｅ１２００Ｓ」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｍ１０１０」、「Ｅａｓｔｏｆｌ
ｅｘ　Ｍ１０１８Ｓ」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｍ１０２０」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　
Ｍ１０２５」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｍ１０３０Ｓ」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｍ１０
５８」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｄ－１５３」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｄ－１７８」、
「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｄ－１８０」、「Ｅａｓｔｏｆｌｅｘ　Ｄ－１８３」（「ＥＡＳ
ＴＯＦＬＥＸ」は登録商標）等が使用できる。
【００２８】
　なお、マルチサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（Ａ）の融点とは
、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）値であり、融解ピークの頂点の温度である。ここでマルチ
サイト触媒とは、チーグラーナッタ触媒等の活性点が不均一な触媒である。α－オレフィ
ン共重合体（Ａ）とは、２種類以上のα－オレフィンモノマーの共重合物、及び、１種類
以上のα－オレフィンと、α－オレフィンと共重合性を示すα－オレフィン以外のモノマ
ー１種以上との共重合物である。α－オレフィン共重合体の構成モノマーとしてのα－オ
レフィンは、例えば、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－オクテン等、炭素数２～
８のα－オレフィンが好ましく、炭素数２～４のα－オレフィンがより好ましい。α－オ
レフィン共重合体（Ａ）の構成モノマー種類の数は特に限定されない。α－オレフィン共
重合体（Ａ）の好ましい具体例としては、例えば、エチレン／プロピレン／１－ブテン共
重合体等のターポリマー、エチレン／プロピレン共重合体、エチレン／１－ブテン共重合
体、プロピレン／１－ブテン共重合体等のコポリマー等が挙げられる。なお、これらのマ
ルチサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（Ａ）は、１種単独で用いて
もよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２９】
（成分（Ｂ））
　本発明のホットメルト接着剤におけるシングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレ
フィン共重合体（Ｂ）は、マルチサイト触媒重合物と比較して、分子量分布及び結晶性分
布が均一となる。均一な分子量分布及び結晶性分布により、分子間の弱い相互作用部分が
少なくなることで、可塑剤移行を防止する効果が得られると推察するが、現段階では明確
ではない。このα－オレフィン共重合体（Ｂ）は耐熱クリープ（９０℃雰囲気中、荷重２
００ｇｆ（１．９６Ｎ）、試験時間２４時間）に耐える耐熱性を得るために、融点は１２
０℃以上が必要である。より好ましくは、１３０℃以上であり、更に好ましく１４０℃以
上である。なお、融点の上限値は特に限定されず、１６０℃程度であってもよい。融点が
１２０℃未満では、耐熱クリープ（９０℃雰囲気中、荷重２００ｇｆ（１．９６Ｎ）、試
験時間２４時間）条件下で、［必要耐熱クリープ特性が得られる程度に非晶部の流動性を
抑止できない］及び／又は［融解ピーク温度域が９０℃以下にも存在することで結晶部の
部分融解により必要耐熱クリープ特性が得られない］と推察するが、現段階では明確では
ない。
【００３０】
　シングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（Ｂ）の市販品として
は、例えば、三井化学株式会社製「タフマーＰＮ－２０７０」、「タフマーＰＮ－３５６
０」、「タフマーＰＮ－２０６０」、「タフマーＰＮ－２０３００」、「タフマーＰＮ－
００４０」（「タフマー」は登録商標）や、ダウ・ケミカル社製「ＩＮＦＵＳＥ９０００
」、「ＩＮＦＵＳＥ９０１０」、「ＩＮＦＵＳＥ９１００」、「ＩＮＦＵＳＥ９１０７」
、「ＩＮＦＵＳＥ９５００」、「ＩＮＦＵＳＥ９８１７」（「ＩＮＦＵＳＥ＼インフュー
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ズ」は登録商標）等が使用できる。
【００３１】
　なお、シングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（Ｂ）の融点と
は、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）値であり、融解ピークの頂点の温度である。ここでシン
グルサイト触媒とは、メタロセン触媒等の活性点が均一な触媒である。α－オレフィン共
重合体（Ｂ）とは、２種類以上のα－オレフィンモノマーの共重合物、及び、１種類以上
のα－オレフィンと、α－オレフィンと共重合性を示すα－オレフィン以外のモノマー１
種以上との共重合物である。α－オレフィン共重合体の構成モノマーとしてのα－オレフ
ィンは、例えば、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－オクテン等、炭素数２～８の
α－オレフィンが好ましく、炭素数２～４のα－オレフィンがより好ましい。α－オレフ
ィン共重合体（Ｂ）の好ましい具体例としては、例えば、エチレン／プロピレン／１－ブ
テン共重合体等のターポリマー、エチレン／プロピレン共重合体、エチレン／１－ブテン
共重合体、プロピレン／１－ブテン共重合体等のコポリマー等が挙げられる。なお、これ
らのシングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（Ｂ）は、１種単独
で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３２】
（成分（Ｃ））
　本発明のホットメルト接着剤におけるエチレン－極性基含有モノマー共重合体（Ｃ）は
、エチレンと、１種以上の極性基含有モノマーとの共重合体であり、エチレンがホットメ
ルト接着剤組成物中のα－オレフィン共重合体との相溶性に寄与して、極性基が可塑剤移
行を防止する効果に寄与すると推察するが、現段階では明確ではない。エチレン－極性基
含有モノマー共重合体（Ｃ）は可塑剤移行を防止する効果を効果的に得るために、構成モ
ノマーの合計含有量中の極性基含有モノマー量（共重合モノマーであるエチレンと極性基
含有モノマーとの合計量中の極性基含有モノマーの量）は１６ｗｔ％以上である。より好
ましくは２０ｗｔ％以上であり、更に好ましくは２５ｗｔ％以上である。極性基含有モノ
マー量の上限は特に限定されず、５０ｗｔ％程度であってもよい。極性基含有モノマー量
が１６ｗｔ％未満では、可塑剤移行を防止するために必要なホットメルト接着剤組成物と
軟質ポリ塩化ビニルの界面での可塑剤移行抑止に必要な極性基存在量が不足するため、適
切に可塑剤移行抑止の機能を発現しないものと推察するが、現段階では明確ではない。こ
こで極性基含有モノマーとは、例えば、酢酸ビニル、メチルアクリレート、エチルアクリ
レート、ｎ－ブチルアクリレート、メチルメタクリレート、グリシジルメチルメタクリレ
ート、無水マレイン酸等のカルボン酸、カルボン酸エステル、カルボン酸無水物等である
。材料コストの観点から、より好ましい極性基含有モノマーは酢酸ビニルである。このた
め、エチレン－極性基含有モノマー共重合体（Ｃ）は、エチレン－酢酸ビニル共重合体で
あるのが好ましい。なお、エチレン－極性基含有モノマー共重合体（Ｃ）は、１種単独で
用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３３】
　エチレン－極性基含有モノマー共重合体（Ｃ）の市販品としては、例えば、東ソー株式
会社製の商品名「ウルトラセン６３３」、「ウルトラセン６８０」、「ウルトラセン６８
１」、「ウルトラセン６３５」、「ウルトラセン６３４」、「ウルトラセン７１０」、「
ウルトラセン７２０」、「ウルトラセン７２２」、「ウルトラセン７２５」、「ウルトラ
セン７５１」、「ウルトラセン７５０」、「ウルトラセン７６０」（「ウルトラセン」は
登録商標）や、三井・デュポンポリケミカル株式会社製の商品名「エバフレックスＥＶ　
４５Ｘ」、「エバフレックスＥＶ　４５ＬＸ」、「エバフレックスＥＶ　４０Ｗ」、「エ
バフレックスＥＶ　４０ＬＸ」、「エバフレックスＶ５７７４ＥＴＷＲ」、「エバフレッ
クスＶ５７７２ＥＴＲ」、「エバフレックスＶ５７７３Ｗ」、「エバフレックスＥＶ　１
５０」、「エバフレックスＥＶ　２０５ＷＲ」、「エバフレックスＥＶ　２１０」、「エ
バフレックスＥＶ　２１０ＥＴＲ」、「エバフレックスＥＶ　２２０」、「エバフレック
スＥＶ　２２０ＥＴＲ」、「エバフレックスＥＶ　２５０」、「エバフレックスＥＶ　２
６０」、「エバフレックスＥＶ　３１０」、「エバフレックスＥＶ　３６０」、「エバフ
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レックスＶ５７７」、「エバフレックスＥＶ　４１０」、「エバフレックスＥＶ　４２０
」、「エバフレックスＥＶ　４５０」、「エバフレックスＥＶ　４６０」（「エバフレッ
クス」は登録商標）等が使用できる。
【００３４】
（成分（Ｄ））
　本発明のホットメルト接着剤組成物における水添系粘着付与樹脂（Ｄ）は、α－オレフ
ィン共重合体に良好な溶融時タックを付与する。水添系粘着付与樹脂（Ｄ）としては、水
添石油樹脂、水添ロジン樹脂、水添テルペン樹脂等の各種の水添処理がなされた粘着付与
樹脂から、目的とする諸物性に応じて選択して使用することができるが、高い耐熱性を付
与するためには、水添石油樹脂又は水添テルペン樹脂を使用することが好ましい。水添系
粘着付与樹脂（Ｄ）の軟化点は目的とする諸物性により異なるため特に限定しないが、熱
老化等の耐久性への影響から、本材料の軟化点は、１１５℃以上が好ましく、より好まし
くは１２５℃以上であり、更に好ましくは１３５℃以上である。軟化点の上限は特に限定
されず、１６０℃程度であってもよい。本材料の軟化点とは、環球法軟化点である。
【００３５】
　水添系粘着付与樹脂（Ｄ）の市販品としては、例えば、荒川化学株式会社製の商品名「
アルコンＭ１１５」、「アルコンＭ１３５」、「アルコンＰ１１５」、「アルコンＰ１２
５」、「アルコンＰ１４０」（「ＡＲＫＯＮ＼アルコン」は登録商標）や、ヤスハラケミ
カル株式会社製の商品名「クリアロンＭ１１５」、「クリアロンＰ１１５」、「クリアロ
ンＰ１２５」、「クリアロンＰ１３５」、「クリアロンＰ１５０」（「クリアロン」は登
録商標）や、イーストマンケミカル社製の商品名「ＥａｓｔｏｔａｃＣ－１１５Ｒ」、「
ＥａｓｔｏｔａｃＣ－１１５Ｌ」、「ＥａｓｔｏｔａｃＣ－１１５Ｗ」、「Ｅａｓｔｏｔ
ａｃＨ－１１５Ｒ」、「ＥａｓｔｏｔａｃＨ－１１５Ｌ」、「ＥａｓｔｏｔａｃＨ－１１
５Ｗ」、「ＥａｓｔｏｔａｃＨ－１３０Ｒ」、「ＥａｓｔｏｔａｃＨ－１３０Ｌ」、「Ｅ
ａｓｔｏｔａｃＨ－１３０Ｗ」、「ＥａｓｔｏｔａｃＨ－１４２Ｒ」、「Ｅａｓｔｏｔａ
ｃＨ－１４２Ｗ」（「ＥＡＳＴＯＴＡＣ」は登録商標）、「ＲｅｇａｌｉｔｅＲ１１２５
」、「ＲｅｇａｌｉｔｅＳ７１２５」、「Ｒｅｇａｌｒｅｚ１１２６」、「Ｒｅｇａｌｒ
ｅｚ１１２８」、「Ｒｅｇａｌｒｅｚ１１３９」（「ＲＥＧＡＬＩＴＥ」は登録商標）等
が使用できる。なお、水添系粘着付与樹脂（Ｄ）は、１種単独で用いてもよいし、２種以
上を併用してもよい。さらに、目的とする諸物性を損なわない程度に未水添系粘着付与樹
脂をブレンドすることで、材料コスト等を改善してもよい。
【００３６】
（成分（Ｅ））
　本発明のホットメルト接着剤組成物におけるポリプロピレン系ワックス（Ｅ）は、ホッ
トメルト接着剤組成物を低粘度化することによる被着材への濡れ性付与に加え、ポリプロ
ピレン成形品やポリプロピレン発泡体などのポリプロピレン系被着材への接着性向上にも
寄与する。ポリプロピレン系ワックス（Ｅ）の軟化点は、熱間での接着特性への影響から
、１２０℃以上であることが好ましい。より好ましくは１３０℃以上である。更に好まし
くは１４０℃以上である。軟化点の上限には特に制限はないが、１６０℃以下であること
が好ましく、１５５℃以下であることがより好ましい。なお、ポリプロピレン系ワックス
（Ｅ）の軟化点とは、環球法軟化点である。ここで、ポリプロピレン系ワックスとは、ポ
リプロピレンワックス、ポリエチレン－ポリプロピレンワックス等のプロピレン構造を含
むワックスのことである。
【００３７】
　ポリプロピレン系ワックス（Ｅ）の市販品としては、例えば、三洋化成工業株式会社製
の商品名「ビスコール６６０－Ｐ」、「ビスコール５５０－Ｐ」（「ビスコール＼ＶＩＳ
ＣＯＬ」は登録商標）や、三井化学株式会社製の商品名「ハイワックスＮＰ０５５」、「
ハイワックスＮＰ１０５」、「ハイワックスＮＰ５０５」、「ハイワックスＮＰ８０５」
、「ハイワックスＮＰ０５６」、「ハイワックスＮＰ５０６」、「ハイワックスＮＰ５０
０」、「ハイワックスＮＰ０５５５Ａ」「ハイワックスＮＰ５０６０５Ａ」等が使用でき
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る。なお、ポリプロピレン系ワックス（Ｅ）は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を
併用してもよい。さらに、目的とする諸物性を損なわない程度に他のワックスをブレンド
することでロールコート塗工性等を改善してもよい。
【００３８】
　上記材料の配合比は、マルチサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（
Ａ）とシングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（Ｂ）とエチレン
－極性基含有モノマー共重合体（Ｃ）の合計１００質量部に対して、水添系粘着付与樹脂
（Ｄ）とポリプロピレン系ワックス（Ｅ）の合計が５０～３００質量部である。好ましく
は、（Ａ）と（Ｂ）と（Ｃ）の合計１００質量部に対して、（Ｄ）と（Ｅ）の合計が７５
～２７５質量部であり、より好ましくは、（Ａ）と（Ｂ）と（Ｃ）の合計１００質量部に
対して、（Ｄ）と（Ｅ）の合計が１００～２５０質量部である。（Ａ）と（Ｂ）と（Ｃ）
の合計１００質量部に対して、（Ｄ）と（Ｅ）の合計が５０質量部より少ない場合、可塑
剤移行を効果的に防止できない。これは、（Ａ）と（Ｂ）と（Ｃ）等のポリマー成分の自
由体積の充填に（Ｄ）が寄与することで、またポリマー成分の結晶化促進に（Ｅ）が寄与
することで、可塑剤移行防止に働くためと推察するが、現段階では明確ではない。一方、
（Ａ）と（Ｂ）と（Ｃ）の合計１００質量部に対して、（Ｄ）と（Ｅ）の合計が３００質
量部より多い場合、ホットメルト接着剤組成物の皮膜が硬くなり過ぎるため低温接着性が
低下する。さらに本発明のホットメルト接着剤組成物中の各材料の含有量は、（Ａ）と（
Ｂ）と（Ｃ）の合計１００質量部に対して、（Ｄ）と（Ｅ）の合計５０～３００質量部で
ありつつ、ホットメルト接着剤組成物中の（Ａ）の含有量が２～３０ｗｔ％、（Ｂ）の含
有量が２～３０ｗｔ％、（Ｃ）の含有量がが２～２５ｗｔ％、（Ｄ）の含有量が２０～５
０ｗｔ％、（Ｅ）の含有量がが２０～５０ｗｔ％であることが好ましい。この範囲外では
、各材料の目的とする機能が適切に発現しないおそれがある。これらの成分のホットメル
ト接着剤組成物中のより好ましい含有量は、（Ａ）が４～２０ｗｔ％、（Ｂ）が４～２０
ｗｔ％、（Ｃ）が５～２０ｗｔ％、（Ｄ）が２５～４５ｗｔ％、（Ｅ）が２５～４５ｗｔ
％である。また、ホットメルト接着剤組成物中のα－オレフィン共重合体（Ａ）とα－オ
レフィン共重合体（Ｂ）との配合比は、両材料の目的とする機能発現の観点から、α－オ
レフィン共重合体（Ａ）の含有量１００質量部に対し、α－オレフィン共重合体（Ｂ）の
含有量が５０～３５０質量部であることが好ましく、７０～３３０質量部であることがよ
り好ましい。
【００３９】
（成分（Ｆ））
　本発明のホットメルト接着剤組成物には、上記主成分（Ａ）～（Ｅ）に加えて、必要に
応じ、ヒンダードフェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤等の酸化防止剤（Ｆ）、安
定剤、着色剤、相容化剤、ブロッキング防止剤等の添加剤を配合してもよい。これらの添
加剤を配合する場合、各々の配合量を上記の（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）及び（Ｅ）
の合計１００質量部当たり、０．１～１０質量部とすることが好ましく、０．１～５質量
部とすることがより好ましい。
【００４０】
　本発明のホットメルト接着剤組成物は、耐熱クリープ（９０℃雰囲気中、荷重２００ｇ
、試験時間２４時間）を考慮すると、ホットメルト接着剤組成物の軟化点は、１３０℃以
上が好ましく、より好ましくは１４０℃以上であり、ホットメルト接着剤の表面の加熱温
度が１６０℃程度の低温でも十分なタックを発現することが好ましいため、１６０℃以下
が好ましく、より好ましくは１５０℃以下である。さらに、ロールコート等の塗布工程で
より高速塗布で糸曳き発生なく塗布するためには、１８０℃溶融粘度が１０００００ｍＰ
ａ・ｓ以下が好ましく、より好ましくは５００００ｍＰａ・ｓ以下であり、耐熱性の観点
から、３０００ｍＰａ・ｓ以上であり、より好ましくは６０００ｍＰａ・ｓ以上である。
また、同じくロールコート等の塗布工程でより高速塗布で糸曳き発生なく塗布するために
は、表皮材等の被着体への好ましい塗布量は３００ｇ/ｍ２以下であり、より好ましくは
２００ｇ/ｍ２以下である。塗布量の下限は、均一塗布の観点から好ましくは１０ｇ/ｍ２
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以上であり、より好ましくは４０ｇ/ｍ２以上である。
【００４１】
　本発明のホットメルト接着剤組成物は、一般的には以下の工程を経て作製される。すな
わち、１８０℃に設定したニーダーで、マルチサイト触媒を用いて重合されたα－オレフ
ィン共重合体（Ａ）とシングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体（
Ｂ）と水添系粘着付与樹脂（Ｄ）を溶かし混練りする。完全に溶融した後、エチレン－極
性基含有モノマー共重合体（Ｃ）を添加し、混練りして完全に溶融させる。次に、ポリプ
ロピレン系ワックス（Ｅ）を添加し、混練りして完全に溶融させる。得られた溶融物は、
離型箱等に充填、又はペレット状等にカットし、冷却固化してホットメルト接着剤組成物
とする。
【００４２】
［ホットメルト接着剤組成物の使用方法］
　本発明のホットメルト接着剤組成物は、その使用方法に特に制限はなく、例えば、本発
明の使用方法において好適に用いられる。本発明の使用方法は、本発明のホットメルト接
着剤組成物を第一被着体の表面に予め塗布し、前記第一被着体とその表面に形成されたホ
ットメルト接着剤組成物層とを含むプレコート被着体を作製する工程、及び、前記プレコ
ート被着体のホットメルト接着剤組成物層を再活性化し、再活性化されたホットメルト接
着剤組成物層を第二被着体に当接させた状態で前記プレコート被着体と前記第二被着体と
を圧着する工程を含む。
【００４３】
　第一被着体及び第二被着体として使用される被着体には、特に制限はなく、例えば、木
質材；ポリオレフィン、ポリ塩化ビニル、ポリウレタン、ポリエステル、エポキシ樹脂等
のプラスチック材；前記プラスチック材の発泡体；天然ゴム、合成ゴム等のゴム材；アル
ミニウム、鉄、ステンレス鋼等の金属材；セラミックス等の無機質材等を材質とするもの
が挙げられる。各被着体の形状も特に制限はなく、例えば、シート状、箔状、板状又は成
形体等でもよい。また、各被着体は、一種の材質のみからなるものであってもよいし、２
種以上から構成されるものであってもよい。
【００４４】
　ホットメルト接着剤組成物を塗布する第一被着体の表面は、圧着時にホットメルト接着
剤組成物層を介して第二被着体と対向する表面が含まれていれば、特に制限はない。ホッ
トメルト接着剤組成物層は、通常は連続した層であるが、必要に応じ、非連続の複数のパ
ターンで構成されていてもよい。第一被着体へのホットメルト接着剤組成物の好ましい塗
布量は３００ｇ/ｍ２以下であり、より好ましくは２００ｇ/ｍ２以下である。塗布量の下
限は、均一塗布の観点から好ましくは１０ｇ/ｍ２以上であり、より好ましくは４０ｇ/ｍ
２以上である。ホットメルト接着剤組成物の塗布方法としては特に制限はなく、例えば、
通常のホットメルトアプリケーターを用いて、ロールコーター、ダイコーター、スプレー
等で加熱した状態で直接塗布してもよいし、離型紙上に塗布後、第一被着体表面に熱転写
してもよい。
【００４５】
　上記の使用方法では、プレコート被着体と第二被着体とを圧着する工程において、プレ
コート被着体のホットメルト接着剤組成物層を、ホットメルト接着剤組成物層面の加熱等
により再活性化してタックを発現させる。再活性化の手段としては、例えば、加熱、超音
波、高周波、マイクロ波による方法等があるが、特に制限はない。再活性化は、プレコー
ト被着体と第二被着体との圧着直前に行うことが好ましい。プレコート被着体と第二被着
体との圧着は、ホットメルト接着剤組成物層面が固化する前に行う。圧着方法としては特
に制限はなく、例えば、プレス圧着工法、真空成形工法等が挙げられる。圧着時の圧力は
、第一及び第二被着体の材質、形状等によって異なり、一概には規定できないが、例えば
、０．０１～０．２０ＭＰａが好ましく、０．０３～０．２０ＭＰａがより好ましい。第
二被着体は、加熱されていてもよいし、加熱されていなくてもよい。また、ホットメルト
接着剤組成物層が再活性化された状態であれば、圧着時には加熱しなくてもよいが、必要
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に応じて加圧と同時に加熱してもよい。
【００４６】
［自動車内装材］
　本発明のホットメルト接着剤組成物は、その実施形態の一つとして、特に、自動車内装
材の製造に好適に用いられ、本発明の自動車内装材は、自動車内装用成形品（以下、単に
成形品と呼ぶことがある。）、及び、本発明のホットメルト接着剤組成物によって前記成
形品に接着されている自動車内装用表皮材（以下、単に表皮材と呼ぶことがある。）を含
む。成形品の材質としては、自動車内装材に用いられるものであれば特に制限はなく、例
えば、木質材；ポリオレフィン、ポリ塩化ビニル、ポリウレタン、ポリエステル、エポキ
シ樹脂等のプラスチック材；天然ゴム、合成ゴム等のゴム材；アルミニウム、鉄、ステン
レス鋼等の金属材；セラミックス等の無機質材などが挙げられる。成形品は、一種の材質
のみからなるものであってもよいし、２種以上から構成されるものであってもよい。表皮
材は、自動車内装材に用いられる材質のものであれば特に制限はなく、例えば、ポリオレ
フィン、軟質ポリ塩化ビニル、ポリウレタン等のプラスチックシート；前記プラスチック
の発泡体；天然ゴム、合成ゴム等のゴムシート；織布、不織布等のファブリック材；アル
ミニウム等の金属箔などが挙げられる。表皮材は、一層のみからなるものであってもよく
、同種の材質又は異なる材質の２種以上の層を含むものであってもよい。２種以上の層を
含む表皮材としては、例えば、前記のプラスチックシート、ゴムシート、ファブリック材
、金属箔等の１種又は２種以上の層に、前記のプラスチック発泡体の１種又は２種以上の
層をラミネートしたシート材などが挙げられる。このようなラミネートシート材としては
、例えば、ポリオレフィン発泡体付きの軟質ポリ塩化ビニル、ポリオレフィン発泡体付き
のオレフィン系熱可塑性エラストマー、ポリウレタン発泡体付きのファブリックなどが挙
げられる。
【００４７】
　本発明の自動車内装材は、例えば、本発明の使用方法の一実施形態である本発明の製造
方法によって好適に製造することができる。この実施形態では、第一被着体として自動車
内装用表皮材が用いられ、プレコート被着体として自動車内装用プレコート表皮材が用い
られ、第二被着体として自動車内装用成形品が用いられる。
【００４８】
［自動車内装用プレコート表皮材］
　本発明のプレコート表皮材は、その一実施形態において、先に説明した自動車内装用表
皮材、及び、前記表皮材の裏面に本発明のホットメルト接着剤組成物を塗布して形成され
たホットメルト接着剤組成物層を含む。表皮材の裏面とは、表皮材と成形品とを接着する
際に成形品と対向する面を意味する。ホットメルト接着剤組成物層の塗布量等の詳細は、
本発明のホットメルト接着剤組成物の使用方法について説明したとおりである。
【００４９】
［自動車内装材の製造方法］
　本発明の自動車内装材の製造方法は、自動車内装用プレコート表皮材と自動車内装用成
形品とを、前記プレコート表皮材のホットメルト接着剤組成物層を加熱して前記成形品に
当接させた状態で圧着する工程を含む。ホットメルト接着剤組成物層の再活性化、加圧方
法、加圧圧力等の詳細は、本発明のホットメルト接着剤組成物の使用方法について説明し
たとおりである。
【実施例】
【００５０】
　次に、実施例及び比較例によって本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの
例によって限定されるものではない。
【００５１】
〔実施例１〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
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（商品名、ＢＡＳＦ社製、「ＩＲＧＡＮＯＸ」は登録商標）１質量部と、リン系酸化防止
剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）である
プロピレン・α－オレフィン共重合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社
製、マルチサイト触媒重合物、融点８０℃、「ベストプラスト」は登録商標）１０質量部
と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフマーＰＮ－２０７０」
（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点１４０℃、「タフマー
」は登録商標）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添テルペン樹脂「クリアロンＰ１５０
」（商品名、ヤスハラケミカル株式会社製、軟化点１５０℃、「クリアロン＼ＣＬＥＡＲ
ＯＮ」は登録商標）３０質量部を溶かし混練りした。完全に溶融した後、成分（Ｃ）であ
るエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品名、東ソー株式会社製、
酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％、「ウルトラセン」は登録商標）１０質量部を添加し、混練
りして完全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール
６６０－Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃、「ビスコール」は登
録商標）３５質量部を添加し、混練りして完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に
充填して、ホットメルト接着剤組成物（１）を得た。
【００５２】
〔実施例２〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（ＢＡ
ＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「ベスト
プラスト７０８」（エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８０℃）１０質量部
と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフマーＰＮ－２０７０」
（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点１４０℃）１５質量部
と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品名、荒川化学株式会社
製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。完全に溶融した後、成分（Ｃ）で
あるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品名、東ソー株式会社製
、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして完全に溶融させた。次
に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－Ｐ」（商品名、三洋
化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練りして完全に溶融させ
た。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物（２）を得た。
　本実施例２は、実施例１の成分（Ｄ）である水添テルペン樹脂「クリアロンＰ１５０」
（商品名、ヤスハラケミカル株式会社製、軟化点１５０℃）を、成分（Ｄ）である水添石
油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）に変更
したものである。
【００５３】
〔実施例３〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）である１－ブテン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラストＥＰ　Ｖ２１０３」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒
重合物、融点８８・９８℃）１０質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィ
ン共重合体「タフマーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト
触媒重合物、融点１４０℃）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ
－１４０」（商品名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練り
した。完全に溶融した後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセ
ン７１０」（商品名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添
加し、混練りして完全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「
ビスコール６６０－Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量
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部を添加し、混練りして完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホット
メルト接着剤組成物（３）を得た。
　本実施例３は、実施例２の成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「ベ
ストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８０℃
）を、成分（Ｄ）である１－ブテン・α－オレフィン共重合体「ベストプラストＥＰ　Ｖ
２１０３」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８８・９８℃）に
変更したものである。
【００５４】
〔実施例４〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）１７質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフ
マーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点
１４０℃）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品
名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。完全に溶融
した後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品
名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして
完全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０
－Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）２８質量部を添加し、混練
りして完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成
物（４）を得た。
　本実施例４は、実施例２の成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「ベ
ストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８０℃
）の配合量を１０質量部から１７質量部に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「
ビスコール６６０－Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）の配合量
を３５質量部から２８質量部に変更したものである。
【００５５】
〔実施例５〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）８質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフマ
ーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点１
４０℃）１７質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品名
、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。完全に溶融し
た後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品名
、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして完
全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－
Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練り
して完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物
（５）を得た。
　本実施例５は、実施例２の成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「ベ
ストプラスト７０８」（エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８０℃）の配合
量を１０質量部から８質量部に、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体
「タフマーＰＮ－２０７０」（三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点１
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４０℃）の配合量を１５質量部から１７質量部に変更したものである。
【００５６】
〔実施例６〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）８質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフマ
ーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点１
４０℃）１２質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品名
、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３５質量部を溶かし混練りした。完全に溶融し
た後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品名
、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして完
全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－
Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練り
して完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物
（６）を得た。
　本実施例６は、実施例５の成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タ
フマーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融
点１４０℃）の配合量を１７質量部から１２質量部に、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「
アルコンＰ－１４０」（商品名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）の配合量を３０
質量部から３５質量部に変更したものである。
【００５７】
〔実施例７〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）１０質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフ
マーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点
１４０℃）１０質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品
名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３５質量部を溶かし混練りした。完全に溶融
した後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品
名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして
完全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０
－Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練
りして完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成
物（７）を得た。
　本実施例７は、実施例２の成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タ
フマーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融
点１４０℃）の配合量を１５質量部から１０質量部に、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「
アルコンＰ－１４０」（商品名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）の配合量を３０
質量部から３５質量部に変更したものである。
【００５８】
〔実施例８〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
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商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）５質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフマ
ーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点１
４０℃）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品名
、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３５質量部を溶かし混練りした。完全に溶融し
た後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品名
、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして完
全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－
Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練り
して完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物
（８）を得た。
　本実施例８は、実施例２の成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「ベ
ストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８０℃
）の配合量を１０質量部から５質量部に、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－
１４０」（商品名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）の配合量を３０質量部から３
５質量部に変更したものである。
【００５９】
〔実施例９〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）１２質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフ
マーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点
１４０℃）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品
名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）２８質量部を溶かし混練りした。完全に溶融
した後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品
名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして
完全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０
－Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練
りして完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成
物（９）を得た。
　本実施例９は、実施例２の成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「ベ
ストプラスト７０８」（エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８０℃）の配合
量を１０質量部から１２質量部に、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０
」（荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）の配合量を３０質量部から２８質量部に変更
したものである。
【００６０】
〔実施例１０〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）１２質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフ
マーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点
１４０℃）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品
名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。完全に溶融
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した後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品
名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして
完全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０
－Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３３質量部を添加し、混練
りして完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成
物（１０）を得た。
　本実施例１０は、実施例９の成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（
荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）の配合量を２８質量部から３０質量部に、成分（
Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－Ｐ」（三洋化成工業株式会社製
、軟化点１４５℃）の配合量を３５質量部から３３質量部に変更したものである。
【００６１】
〔実施例１１〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）８質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフマ
ーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点１
４０℃）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品名
、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。完全に溶融し
た後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品名
、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１２質量部を添加し、混練りして完
全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－
Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練り
して完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物
（１１）を得た。
　本実施例１１は、実施例２の成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「
ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８０
℃）の配合量を１０質量部から８質量部に、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重
合体「ウルトラセン７１０」（東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）の配合
量を１０質量部から１２質量部に変更したものである。
【００６２】
〔比較例１〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）３５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品
名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。次に、成分
（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－Ｐ」（商品名、三洋化成工業
株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練りして完全に溶融させた。得ら
れた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物（１２）を得た。
　本比較例１は、実施例２の成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タ
フマーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融
点１４０℃）と成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」
（商品名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）を、成分（Ａ）であるプロ
ピレン・α－オレフィン共重合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、
マルチサイト触媒重合物、融点８０℃）に変更したものである。
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【００６３】
〔比較例２〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「タフマーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重
合物、融点１４０℃）１２質量部と、成分（Ｂ）である１－オクテン・α－オレフィン共
重合体「ＩＮＦＵＳＥ９８０７」（商品名、ダウ社製、シングルサイト触媒重合物、融点
１１８℃）２３質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品
名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。次に、成分
（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－Ｐ」（商品名、三洋化成工業
株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練りして完全に溶融させた。得ら
れた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物（１３）を得た。
　本比較例２は、実施例２の成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タ
フマーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融
点１４０℃）の配合量を１５質量部から１２質量部に、成分（Ａ）であるプロピレン・α
－オレフィン共重合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイ
ト触媒重合物、融点８０℃）と成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルト
ラセン７１０」（商品名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）を、成分（
Ｂ）である１－オクテン・α－オレフィン共重合体「ＩＮＦＵＳＥ９８０７」（商品名、
ダウ社製、シングルサイト触媒重合物、融点１１８℃）に変更して、成分（Ｂ）である１
－オクテン・α－オレフィン共重合体「ＩＮＦＵＳＥ９８０７」の配合量を２３質量部に
変更したものである。
【００６４】
〔比較例３〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）２０質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフ
マーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点
１４０℃）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品
名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。次に、成分
（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－Ｐ」（商品名、三洋化成工業
株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練りして完全に溶融させた。得ら
れた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物（１４）を得た。
　本比較例３は、実施例２の成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラ
セン７１０」（商品名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）を、成分（Ａ
）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボ
ニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８０℃）に変更したものである。
【００６５】
〔比較例４〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）１０質量部と、成分（Ｂ）である１－オクテン・α－オレフィン共重合体「Ｉ
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ＮＦＵＳＥ９８０７」（商品名、ダウ社製、シングルサイト触媒重合物、融点１１８℃）
１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品名、荒川化
学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。完全に溶融した後、成
分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品名、東ソー
株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして完全に溶融
させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－Ｐ」（商
品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練りして完全
に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物（１５）
を得た。
　本比較例４は、実施例２の成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タ
フマーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融
点１４０℃）を、成分（Ｂ）である１－オクテン・α－オレフィン共重合体「ＩＮＦＵＳ
Ｅ９８０７」（商品名、ダウ社製、シングルサイト触媒重合物、融点１１８℃）に変更し
たものである。
【００６６】
〔比較例５〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融点８０℃
）１０質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフマーＰＮ
－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点１４０℃
）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品名、荒川
化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。完全に溶融した後、
成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン６２５」（商品名、東ソ
ー株式会社製、酢酸ビニル含量：１５ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして完全に溶
融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６０－Ｐ」（
商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３５質量部を添加し、混練りして完
全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤（組成物１６
）を得た。
　本比較例５は、実施例２の成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラ
セン７１０」（商品名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）を、成分（Ｃ
）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン６２５」（商品名、東ソー株式会
社製、酢酸ビニル含量：１５ｗｔ％）に変更したものである。
【００６７】
〔比較例６〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）１０質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフ
マーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点
１４０℃）１５質量部と、成分（Ｄ）であるテルペンフェノール樹脂「ＹＳポリスターＴ
１４５」（商品名、ヤスハラケミカル株式会社製、軟化点１４５℃）３０質量部を溶かし
混練りした。完全に溶融した後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウル
トラセン７１０」（商品名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量
部を添加し、混練りして完全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるポリプロピレンワッ
クス「ビスコール６６０－Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）３
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５質量部を添加し、混練りして完全に溶融させた。得られた溶融物を離型箱に充填して、
ホットメルト接着剤組成物（１７）を得た。
　本比較例６は、実施例１の成分（Ｄ）である水添テルペン樹脂「クリアロンＰ１５０」
（商品名、ヤスハラケミカル株式会社製、軟化点１５０℃）を、成分（Ｄ）であるテルペ
ンフェノール樹脂「ＹＳポリスターＴ１４５」（商品名、ヤスハラケミカル株式会社製、
軟化点１４５℃）に変更したものである。
【００６８】
〔比較例７〕
　１８０℃に設定した内容積２Ｌのニーダーで、原材料仕込み量合計が１ｋｇとなるよう
に、成分（Ｆ）であるヒンダードフェノール系酸化防止剤「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」
（商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、リン系酸化防止剤「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」（
商品名、ＢＡＳＦ社製）１質量部と、成分（Ａ）であるプロピレン・α－オレフィン共重
合体「ベストプラスト７０８」（商品名、エボニック社製、マルチサイト触媒重合物、融
点８０℃）１０質量部と、成分（Ｂ）であるプロピレン・α－オレフィン共重合体「タフ
マーＰＮ－２０７０」（商品名、三井化学株式会社製、シングルサイト触媒重合物、融点
１４０℃）１５質量部と、成分（Ｄ）である水添石油樹脂「アルコンＰ－１４０」（商品
名、荒川化学株式会社製、軟化点１４０℃）３０質量部を溶かし混練りした。完全に溶融
した後、成分（Ｃ）であるエチレン－酢酸ビニル共重合体「ウルトラセン７１０」（商品
名、東ソー株式会社製、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％）１０質量部を添加し、混練りして
完全に溶融させた。次に、成分（Ｅ）であるフィッシャー・トロプシュワックス「Ｓｈｅ
ｌｌ　ＧＴＬ　ＳＡＲＡＷＡＸ　ＳＸ１０５」（商品名、シェルＭＤＳ（マレーシア）社
製、軟化点１２０℃）３５質量部を添加し、混練りして完全に溶融させた。得られた溶融
物を離型箱に充填して、ホットメルト接着剤組成物（１８）を得た。
　本比較例７は、実施例２の成分（Ｅ）であるポリプロピレンワックス「ビスコール６６
０－Ｐ」（商品名、三洋化成工業株式会社製、軟化点１４５℃）を、成分（Ｅ）であるフ
ィッシャー・トロプシュワックス「Ｓｈｅｌｌ　ＧＴＬ　ＳＡＲＡＷＡＸ　ＳＸ１０５」
（商品名、シェルＭＤＳ（マレーシア）社製、軟化点１２０℃）に変更したものである。
【００６９】
　実施例１～１１並びに比較例１～７で得られたホットメルト接着剤組成物を用いて、次
のとおり溶融粘度測定、軟化点測定を行った。また次のとおり試験片を作製し、耐可塑剤
性試験、耐熱クリープ測定、熱老化後剥離接着強さ測定を行った。結果を、表１～表３に
示す。なお、表１～表３中、配合成分の配合量を示す数値の単位は、質量部である。
【００７０】
（１）溶融粘度測定
　ＪＩＳ　Ｋ６８６２に準拠し、各ホットメルト接着剤組成物の１８０℃での粘度を、Ｂ
型粘度計を用いて測定した。
【００７１】
（２）軟化点測定
　ＪＩＳ　Ｋ６８６３に準拠し、各ホットメルト接着剤組成物の軟化点を、環球法にて測
定した。
【００７２】
（３）プレコート表皮材作製方法
　１８０℃に設定したロールコーターを使用して、ポリプロピレン発泡体付き軟質ポリ塩
化ビニル（表皮材）のポリプロピレン発泡体側に、ホットメルト接着剤組成物を１００ｇ
／ｍ２塗布した。その後、２５℃雰囲気中に２４時間放置してプレコート表皮材とした。
【００７３】
（４）耐可塑剤性試験
　プレコート表皮材を５ｃｍ×５ｃｍに切り取り、上下同じ向きで２枚積層して、５０℃
７０％Ｒ．Ｈ．（相対湿度）雰囲気中で、９．８×１０－４ＭＰａの圧力を加えた状態で
３３６時間放置した。その後、２５℃雰囲気中で２４時間放置してから、積層した表皮材
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を引き離し、軟質ポリ塩化ビニル面の外観汚染有無を目視及び触診により判定した。
○：汚染無し
×：汚染有り
【００７４】
（５）接着性評価用試験片作製方法
　遠赤外線ヒーターによりプレコート表皮材のホットメルト接着剤側を加熱し、ホットメ
ルト接着剤組成物層の表面温度が１６０℃になったところで、遠赤外線ヒーターからプレ
コート表皮材を２５℃雰囲気中に取り出した。遠赤外線ヒーターから取り出してホットメ
ルト接着剤組成物層の表面温度が１２０℃になった時に、イソプロピルアルコールで脱脂
処理したポリプロピレン成型品（日立化成株式会社製の「コウベポリシートＰＰ」、商品
名、「コウベポリシート」は登録商標）とプレス圧着（０．０５ＭＰａ、１０秒間）によ
り圧着して試験片とした。
【００７５】
（６）耐熱クリープ測定
　接着性評価用試験片作製２４時間後に、９０℃雰囲気中でポリプロピレン発泡体付き軟
質ポリ塩化ビニルの一端に垂直方向２００ｇｆ／２５ｍｍ（１．９６Ｎ／２５ｍｍ）の荷
重をかけ、２４時間のクリープ試験を行い、剥離長さを測定した。
【００７６】
（７）熱老化後剥離接着強さ測定
　接着性評価用試験片作製２４時間後に、１００℃雰囲気中に試験片を入れて５００時間
放置した。その後、２３℃雰囲気中で２４時間放置してから、９０℃雰囲気中での引張試
験機による１８０°剥離接着強さを測定した（引張り速度：２００ｍｍ／ｍｉｎ）。
【００７７】
【表１】

【００７８】
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【表２】

【００７９】
【表３】

【００８０】
　表１～３中に記載の材料は、以下のとおりである。
（成分（Ａ））
・α－オレフィン共重合体（Ｍ１）：「ベストプラスト７０８」、マルチサイト触媒重合
物、プロピレン・α－オレフィン共重合体、融点８０℃、軟化点１０６℃
・α－オレフィン共重合体（Ｍ２）：「ベストプラストＥＰ　Ｖ２１０３」、マルチサイ
ト触媒重合物、１－ブテン・α－オレフィン共重合体、融点８８・９８℃、軟化点１０３
℃
（成分（Ｂ））
・α－オレフィン共重合体（Ｓ１）：「タフマーＰＮ－２０７０」、シングルサイト触媒
重合物、プロピレン・α－オレフィン共重合体、融点１４０℃
・α－オレフィン共重合体（Ｓ２）：「ＩＮＦＵＳＥ９８０７」、シングルサイト触媒重
合物、１－オクテン・α－オレフィン共重合体、融点１１８℃
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（成分（Ｃ））
・エチレン－極性基含有モノマー共重合体（１）：「ウルトラセン７１０」、エチレン－
酢酸ビニル共重合体、酢酸ビニル含量：２８ｗｔ％
・エチレン－極性基含有モノマー共重合体（２）：「ウルトラセン６２５」、エチレン－
酢酸ビニル共重合体、酢酸ビニル含量：１５ｗｔ％
（成分（Ｄ））
・粘着付与樹脂（１）：「クリアロンＰ１５０」、水添テルペン樹脂、軟化点１５０℃
・粘着付与樹脂（２）：「ＹＳポリスターＴ１４５」、テルペンフェノール樹脂、軟化点
１４５℃
・粘着付与樹脂（３）：「アルコンＰ－１４０」、水添石油樹脂、軟化点１４０℃
（成分（Ｅ））
・ワックス（１）：「ビスコール６６０－Ｐ」、ポリプロピレンワックス、軟化点１４５
℃
・ワックス（２）：「Ｓｈｅｌｌ　ＧＴＬ　ＳＡＲＡＷＡＸ　ＳＸ１０５」、フィッシャ
ー・トロプシュワックス、軟化点１２０℃
（成分（Ｆ）
・酸化防止剤（１）：「Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０」、ヒンダードフェノール系酸化防止
剤
・酸化防止剤（２）：「Ｉｒｇａｆｏｓ　１６８」、リン系酸化防止剤
　また表１～３中の試験結果において、「耐熱クリープ［ｍｍ］」及び「熱老化後剥離接
着強さ［Ｎ／２５ｍｍ］」の「Ａ」はポリプロピレン成型品側からの界面破壊、「Ａ′」
はポリプロピレン発泡体側からの界面破壊、「Ｂ」はポリプロピレン発泡体付き軟質ポリ
塩化ビニルの材質破壊、「／」は左側が主な破壊状態、「－」は試験未実施であることを
示す。
【００８１】
　実施例１～１１の試料では、良好な耐可塑剤性及び接着特性が得られた。
　比較例１（成分（Ｂ）であるシングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共
重合体とエチレン－極性基含有モノマー共重合体が配合されていない）では、耐可塑剤性
が得られなかった。比較例２（成分（Ａ）であるマルチサイト触媒を用いて重合されたα
－オレフィン共重合体が配合されていない）では、界面への濡れ性が低下するため、耐熱
クリープ性が低下した。比較例３（成分（Ｃ）であるエチレン－極性基含有モノマー共重
合体が配合されていない）では、耐可塑剤性が得られなかった。比較例４（成分（Ｂ）で
あるシングルサイト触媒を用いて重合されたα－オレフィン共重合体の融点が１２０℃未
満）では、耐熱クリープ特性が低下した。比較例５（成分（Ｃ）であるエチレン－極性基
含有モノマー共重合体の極性基含有モノマー量が１６ｗｔ％未満）では、耐可塑剤性が得
られなかった。比較例６（成分（Ｄ）である粘着付与樹脂が水添系ではなくテルペンフェ
ノール樹脂）では、耐可塑剤性が得られなかった。比較例７（成分（Ｅ）であるワックス
がポリプロピレン系ワックスでなく、フィッシャー・トロプシュワックス）では、ポリプ
ロピレンへの接着性が低下してしまい耐熱クリープ性が低下した。
【産業上の利用可能性】
【００８２】
　本発明のホットメルト接着剤組成物は、環境問題を配慮した無溶剤型接着剤であり、被
着体へのプレコート後の積層保管も可能で、非反応型接着剤組成物でありながら、真空成
形工法を想定した貼り合せ条件下でもポリオレフィン成形品に対して優れた接着性を示す
ため、自動車内装用接着剤として特に好適に使用することができる。
【符号の説明】
【００８３】
１：ホットメルト接着剤
２：ポリプロピレン発泡体
３：軟質ポリ塩化ビニル
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【図１】
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